予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費 項：水産業費 目：河川環境研究費
	事業名　河川環境研究所試験調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　河川環境研究所　電話番号：0586-89-6351
　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c24101@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　6,331千円（前年度予算額：6,367千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	
6,367
	3,000
	0
	0
	81
	0
	650
	0
	2,636

	要求額
	6,331
	2,900
	0
	0
	92
	0
	650
	0
	2,689

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
河川漁業のうち、アユについては、感染症の蔓延防止策および放流事業の効率化が求められています。また、アマゴ等渓流魚では、より効果的な放流技術の開発が望まれています。

養殖業では、冷水病などの感染症の蔓延防止策および生産の効率化とともに、高付加価値魚の生産や地域ブランドの開発に対する強い要望があります。

（２）事業内容

県内の水産業界が抱える多様な課題に対して機動的・即応的に対応するため、下記８課題の研究開発を実施します。

　（研究課題）

(1)　病害研究（S43-　）　
・　主要な魚病について、防疫対策、診断技術及び治療技術の開発を行うとともに、河川における冷水病やエドワジエラ・イクタルリ感染症の疫学調査を行います。
(2)　養殖研究（H9-　）　

・　マス類の優良系統の保存とそれらの種卵の供給、養殖技術の改良を行います。

(3)　ナマズ養殖の実用化研究（H24-26）　
・　ナマズ養殖の実用化に向けた研究及び普及を行います。

(4)　冷水病に強いアユ種苗の開発・実用化研究（H24-26）　
・　冷水病被害を軽減するため、冷水病に強いアユ種苗を作出し、養殖種苗としての実用性を評価します。

(5)　カジカ中卵型及びアユカケの安定生産技術の開発（H25-27）　
・　日本海側河川上流域での生態系へのリスク低減を目的としたカジカ中卵型、および成長が早く比較的大型化するため食材として有望なアユカケの養殖技術の開発を行います。

(6)　内水面資源生息環境改善手法の開発(H25-H29)　国補　

・　内水面資源として重要なウナギとアユの分布状況、生息環境等のデータを収集・解析し、持続的利用のための増殖行為の改善について検討を行います。

(7)　放流用種苗育成手法の開発（H25-29）　国補　

・　稚魚放流の実施時期や放流前の種苗の飼育条件の検討に取り組むほか、半野生種苗（関連研究で効果を実証済み）の普及方法について検討します。

(8)　判別技術を活用したアユ放流事業の効率化（津保川）（H26）　
・　開発したアユの由来判別技術を用いて、放流種苗ごとの放流効果を明らかにします。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	1,050
	研究及び検卵作業の業務補助を行う雇員の賃金

	旅費
	727
	研究推進のための出張用旅費

	需用費
	4,159
	研究用消耗品購入費、出張用燃料費、飼育用餌代等

	役務費
	235
	電話代・郵便代及び生産物売払いのための手数料

	その他
	160
	出張に必要な高速道路料金、データ解析用備品の購入

	合計
	6,331
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
「良く釣れる川づくり」「売れる水産物づくり」に向けた研究を行います。

河川漁業に対しては、天然資源の持続的な管理、効率的な増殖方法、防疫対策に、養殖業に対しては、効率的な生産体制の構築、地域特産品の創出に関する技術開発に取り組みます。

○岐阜県長期構想
Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
新たな養殖魚種の開発や、河川での魚類資源の増殖を図るため効果的な放流方法等の開発を通じて、水産業の活性化をめざす。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進(関連企業への技術移転)
	－
	5件
（H22）
	5件
（H23）
	5件
（H24）
	5件
（H26）
	100％


	外部資金の導入(外部資金による研究課題)
	－
	5件
（H22）
	3件
（H23）
	2件
（H24）
	3件
（H26）
	66.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

下記の12課題の研究開発を実施しています。

(1)　新  大型マス類の鮮度に関する研究（H25～27）

(2)　新  渓流魚の野生系統を活用した増殖方法の確立（H25～27）

(3)　新  カジカ中卵型及びアユカケの安定生産技術の開発に関する研究（H25～27）

(4)　新  判別技術を活用したアユ放流事業の効率化（H25）

(5)　新  内水面資源生息環境改善手法の開発（H25～29）
(6)　新  放流用種苗育成手法の開発（H25～29）

(7)　天然アユの遡上量予測に応じた放流技術の開発（H23～25）

(8)　冷水病に強いアユ種苗の開発・実用化研究（H24～26）

(9)　ナマズ養殖の実用化研究（H24～26）

(10)　アマゴの優良種苗に関する研究（H20～25）

(11)　養殖研究（H9～）

(12)　病害研究（S43～）


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

天然アユの遡上数の予測が可能となりましたので、次の段階として、この技術を活用して効率的な放流が行えるように、漁場ごとに漁獲アユ中の天然アユの割合を調査しています。最終的には天然アユの遡上予測に応じて漁場ごとに最適な放流方法を提示します。

また、冷水病に強いアユ種苗を開発し、県内の養殖場において実用化に向けた実証研究を行っています。

渓流魚の増殖技術である発眼卵埋設及び親魚放流の効果を検証し、その結果を県漁場管理委員会に提供したところ、24年度から稚魚・成魚放流に加えて発眼卵埋設が増殖方法として試行的に承認され、さらに、親魚放流や人工産卵場造成を加えて26年から正式に認可されることになりました。
また、半天然魚を活用したサツキマスの高回帰率種苗を開発し、放流種苗としての実用化を進めています。
新ブランド水産物として、カジカ小卵型及びナマズの養殖技術を開発しました。25年度は、これらの技術の民間養殖業者への普及に努めています。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	河川漁業、養殖業ともに低迷状態が続いていることから、県内の漁業協同組合や養殖業界から産業振興のための技術的支援が求められており、事業の必要性は高いと考えています。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	毎年５件程度の技術移転を続けており、養殖生産量の増加、新たな地域ブランドとしてのカジカ・ナマズ養殖への関心の高まり等、事業効果は現れています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各研究課題について、提案、予算要求の段階から内容を十分に精査し、経費の削減に努めています。また、課題毎での設備備品の共用等により経費執行の効率化を図っています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
河川漁業のうち、アユについては、冷水病やエドワジエラ・イクタルリ感染症の蔓延防止策および放流事業の効率化が求められています。また、アマゴ等渓流魚では、より効果的な放流技術の開発が望まれています。
養殖業では、生産の効率化とともに、高付加価値魚の生産や地域ブランドの開発に対する強い要望があります。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

県内の河川漁業及び養殖業の振興を図るため、河川漁業に対しては、冷水病菌、エドワジエラ・イクタルリ菌の放流種苗への浸潤状況を漁協に提供する等、健全なアユの放流種苗の確保を支援するとともに、天然アユの遡上状況を考慮した効率的な放流方法を開発します。また、アマゴ等渓流魚についても、より効果的な放流技術の開発に取り組んでいきます。

養殖業については、全雌アユ精液の販売や付加価値の高いマス類の卵の供給に加え、サツキマス増殖用の高回帰率種苗を生産するための卵の供給を開始します。

また、新たな地域ブランドとしてカジカやナマズの養殖技術の普及に努めます。


